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空港投資の経済評価と混雑料金

高　橋　　望

　I　はじめに

　プロジェクトのfeasibilityについて，それに要する経済費用とそのプロジ

ェクトから得られる便益とを，経済全体の観点から評価し，同一目的のため

の代替的プロジェクトとの比較によって決定する手法として，費用便益分析

（cost－benefit　analysis）がある。そもそも本稿で扱う空港のような，交通基

礎構造（transport　infrastructure）の投資決定に際して，費用便益分析が用

いられる理由としては，交通基礎構造のもつ，建設懐妊期間と耐用年数の長期

性及び投資単位の非分割性（indivisivi1ity）という特質に加えて，その投資効

果が外部経済効果として機能するために，民間部門の投資評価基準では，社会

的に不十分た量しか供給されず，従って交通基礎構造投資に対して公的介入が

行なわれて，公共投資の一部を形成するということが挙げられよう。特に，公

共支出総額が制約される条件の下では，費用便益分析評価による投資決定は，

公共投資の効率性を増す役割を果たすことになろう。本稿では，費用便益分析

が空港投資に適用される際に問題となる，その理論的フレームワークのもつ現

実的制約を議論し，次に投資という長期的意思決定と，投資決定に至るまでの

既存施設の最適利用という短期的意思決定との整合性を，混雑料金の理論を用

いて議論するものである。

　II　費用便益分析の現実的制約

　いうまでもたく，費用便益分析の一般原理は完全なものではなく，その理論

的諸前提（仮定）が満たされない場合に，その適用に際して数多くの現実的制
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約に直面する。しかしこれらの制約が明確に認識され，その補整の試みがなさ

れた場合には，費用便益分析の有効性は増し，投資の質が高められると考えら

れる。それは，実際に英国交通省が幹線高速道路計画の評価に際して，COBA

と呼ばれる費用便益分析手法を統一的マニュアルとして用いていることや，ロ

ソドソ第三空港の位置決定に際して，大規模な費用便益分析研究が行なわれた

ことからも，伺い知れよう。

　ところで，費用便益分析の問題点については，種々の人が，種々た所で議論

しているが，一般には，便益の側が費用の側よりも非常に多くの問題点をもっ

ていることが指摘されている。特に交通プロジェクトの場合には，その理由と

して，次のようたものが考えられよう（1〕。

　（i）いくつかの便益については，市場価格が存在しないために，貨幣評価が

困難である。つまり，費用便益分析では，種々の性質の異なる便益を相互に比

較・評価するために必要な共通の測定尺度として，貨幣単位を用いるが，交通

投資による便益には，こうした貨幣換算の困難な無形の便益（intangible　ben－

efit）が少なからず存在するということである。

　（ii）交通費の節減のような貨幣的便益は，非常に多くの人々に長期間に渡っ

て発生するので，困難な長期予測を必要とする。

（iii）多くの便益が間接的なものなので，その便益が実現されるためには，交

通部門以外の領域での投資が必要とたる場合が多い。

　すなわち，（i）は，交通投資決定に，費用及び便益について可能な限り貨幣と

いう共通の尺度で数量化することにより，合理性と客観性をもたせようとす

る，費用便益分析の意図を阻むものである。（ii）については，評価に際して，

将来の不確実性を考慮に入れねばならないことを示唆するものであり，（iii）に

ついては，たとえば交通投資のもつ地域経済開発効果について，地域経済開発

政策の観点から言えば，交通投資は地域経済開発の為の必要条件ではあって

も，それだけでは十分条件とはなり得ないことを示すと同時に，それらの間接

効果については，直接効果が単に転移しただけのものも含まれるので，二重計

算の注意が必要なことを示すものである。

　以下では，主として費用便益分析の便益評価におけるいくつかの問題点をあ
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げて，その現実的制約を考察してみよう。

　11）intangibleな項目の扱い

　貨幣換算が困難なintangib1eな項目の存在は，市場の不完全性・外部性に

よるものであって，空港投資に関しては，具体的には，移動時間の短縮・快適

度の増大などが指摘されようし，さらに，空港投資による文化財および観光資

源の破壊，空港利用により周辺住民に及ぼすと考えられる，騒音・排ガス・日

照および電波障害などの，環境に対するマイナスの効果も含まれよう。こうし

た項目の存在は，前述のCOBAについても，r重要であるにもかかわらず，

貨幣単位では測定されえない項目に比して，貨幣単位で測定可能なごく少数の

項目の評価が，意思決定過程において過度の重要性をもってしまうのではない

か」という危惧を生じさせるに至るのであるω。

　ところで，intangib1eた項目の評価については，大きく分けて二つの方法論

があるように思われる。一つは，あくまで貨幣単位による評価を追求しまうと

するものであり，いま一つは，貨幣換算を留保するものである。前者について

いえば，各項目について，今まで数多くの研究業績がある。たとえば，空港投

資による便益に多くの比率を占める時間価値評価については，移動時間の節減

が業務旅行についてなされた場合には，その節減時間を労働に投じれば得られ

るであろう所得額に，保険費及ぴ雇用主の負担するその他の費用を含めて評価

しようとする所得接近法｛3〕と，代替的交通手段の時間差と費用差の比によって

一従って最終的には移動に要する時間の節減に対する，利用者の支払意思額

によって一評価しようとする費用接近法とがあるω。いずれの手法を用いた

にせよ，得られた結果は研究者によって大きく異なり，決定的な評価手法を見

出たすには至っていない。従って，貨幣換算が困難な項目を，あくまで貨幣単

位で評価しようとする場合には，暫定措置として，個々の項目について，いく

つかの代替値を用いて評価する，感度分析（SenSitiVity　analySiS）を行なう以

外にない。得られる評価結果は択一的なものではあるが，意思決定者の主観に

頼った決定や，政治的駆引きによって導かれた決定よりも，客観性・経済的合

理性に富むことは言うまでもたい。

　intangib1eな項目の評価について取られる，いま一つの方法論は，プラソニ
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ゾグ．バラゾスシ＿卜（P1anmng　Ba1ance　Sheet）や多変量費用便益分析

（multi－variate　cost－benefit　ana1ysis〕に代表されるものである。すたわち，

便益・費用には，貨幣単位で測定可能なものだけでなく，時間とか騒音などの

物的単位でしか測定でぎないものや，全く測定できないものもあるので，プラ

ンニング・バランスシートにおいては貨幣単位で示される収益率や純利益を用

いて結論を下すことを意図しないものである㈹。従って，貨幣換算不可能な項

目については，種々な原単位のまま残しておいて，それを便益（advantages）

と非便益（disadvantages）に分類するに留めるわけである。このことによっ

て，例えば貨幣換算不可能な無形の便益が，貨幣単位で測定された費用を相殺

するには，どの程度に評価されなければならないがが明らかになろう。こうし

た手法は，科学的厳密性に欠けるが，例えば所得接近法による時間価値評価に

おける，　r節減された時間が，いかなる大きさのものでも，またいかなる状況

の下でも，現実に全て所得の稼得に振り向けられて，予想されるようた所得の

増加をもたらす」といった，ありもしない関係を仮定することはないので，意

思決定の質は良化されるかも知れないとして，支持する人々もいる㈹。

　（2）公平性の問題

　ところで，費用便益分析における便益測定基準は，伝統的な厚生経済学の考

え方に従った，社会的厚生関数の増大の極大化ということであり，結局それ

は，社会的総余剰（消費者余剰と生産者余剰との総和）の最大化を意味する。

しかしこれには，効用の可測性・貨幣の限界効用一定・個人間の効用比較の可

能性といった仮定が必要である‘7〕。従って，このような仮定を前提にした余剰

基準に基づく費用便益分析による，代替プロジェクト間の選好結果は，単純多

数決によるものとは必ずしも一致するものではない⑭。現実には，空港投資の

場合，受益者（空港利用者たる航空旅客）と被害者（空港周辺住民）の間には所

得格差があるし，また被害者相互間にも，所得差による空港騒音に対する予防

処置能力の相違がみられ，前述の仮定の根拠はゆらぐことになる。さらに所得

による不公平を是正する試みであると考えられる累進課税制や，教育の機会均

等を図るための奨学金の存在は，政治的意思決定として，社会的に最適な分配

を行なう意図があると考えられよう。従って，費用便益分析が規範的な意義を
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もちあわせるべぎなら，単に，問題となっているプロジェクトに対する公共支

出が，r経済的」に効率的か否かのチェックだけでなしに，公共支出の結果

は，公平性の観点から社会的に望ましいものか否かのチェックも，同時に併せ

て行なわれなけれぱならないのである（9〕。

　さらに，費用便益分析において想定されてる社会的厚生関数は，いわゆるパ

レート型のそれであって，余剰基準による評価が，そ0）パレート型の関数の値

ないしその増加の大きさを最大にするプロジェクトを望ましいとしていること

は，プロジェクトの便益ないし費用に関して，社会構成員の間で何らかの形で

補償が行なわれうることを仮定している。しかしながら，カルドア＝ヒックス

の補償原理は，その補償が可能であることだけを必要とするのであって，現実

に支払いが行なわれることは要求していない｛10〕。ここに，カロ害者（受益者たる

航空旅客）の側から，被害者（空港周辺住民）の側に実際に補償が行なわれう

る，制度的フレームワークが存在するか否かという，現実的問題が生じるので

ある。

　（3〕部分分析としての限界

　ところで，費用便益分析の便益評価について余剰基準を用いるのは，本稿で

扱っている空港投資（他の一般的交通投資を含めて）のような，技術的外部経

済効果をもつ投資については，通常の市場での評価が期待できないことによる

ものである。しかしながら，ここで問題にしている交通以外の部門において

も，余剰基準ないしはそれと類似の手法で投資評価が行なわれていないとした

ら，投資配分にゆがみが生じるであろう‘u〕。端的に言えば，余剰基準で用い

られる消費者余剰は，需要曲線（willingness　tO　pay）に基づく便益基準の上

限であって。，〕，他の部門と異なって，交通部門にのみ余剰基準に基づいて投

資が決定・配分されると，交通プロジェクト優位の配分がもたらされ，投資配

分にバイアスが生じることになる。その意味で，費用便益分析は，部分分析と

しての限界をもつものであり，投資決定の規模が，与えられた経済に比較して

極めて大であるような場合には，適切とは言えないのである。しかしたがら，

実際には，空港投資のような規模の大きな投資プロジェクトについてこそ，客

観的かつ慎重な投資決定を行なうために，費用便益分析のような評価手法が必
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要とされるのである。
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　m空港の投資決定とプライシングの役割

　前節で述べられたような，費用便益分析による評価がなされる場合には，既

存の施設にボトルネックが生じ，新たな施設拡充案が策定されることが前提と

なる。しかし問題は，既存施設が単に物理的に容量限度を超えて利用されてい

るか，あるいは将来超えることが予想されることが，短絡的に投資プロジェク

トの策定と結びつかたいことである。すなわち，交通投資という，施設規模に

関する長期の意図決定がなされるに際しては，既存施設が現在及ぴ将来に渡っ
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て効率的に利用されるかどうかといった，短期的視点からのチェックが必要と

なろう。以下では，短期の効率性がいかなる条件の下で達成され，次に長期

の意思決定である投資決定がなされるに必要な条件は何かを検討していきた

い㈹。

　（1）施設の効率的利用の達成条件

　既存の施設を所与として，その効率的な利用を図ることを目的とした価格

は，周知のように短期限界費用（short　run　margina1cost）に等しいもので

ある。この場合の効率性基準は，あくまでも総余剰の最大化である。限界費用

価格形成がこの効率性基準を満たすことについては，以下によって証明されよ

う（工4〕。

　いま，総余剰（純便益；W）の最大化が目的関数であるが，これは総社会的

便益（SB）から，総社会的費用（SC）を差し引いたものに等しい。ところが，

総社会的便益は，総収入（TR〕と消費者余剰（CS）の和であり，総社会的費用

は，総費用（TC〕と表現されるから，次式が成立する。

　　　　　　　　W＝SB－SC

　　　　　　　　　＝TR＋CS＿TC　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）

Wを最大化するには，二階の条件が満たされているとして，（1）式を生産量Q

について微分し，ゼロとおけばよい。

　　　　　　　　∂W　　d　　　　　　　d
　　　　　　　　　　＝一一一一一（TR＋CS〕一・　　（TC）＝0　　　　　　　　　（2〕
　　　　　　　　εQ　　dQ　　　　　　dQ

　12）式の第二項は限界費用であり，第一項の（TR＋CS）は需要曲線の下の部分

を示す。そこで需要曲線をP（Q）とすると，

・・…一／ζ・（・〕・Q （3）

となる。従って，

缶（・・…）一品／1・（・〕・・一・（・）
（4）

が導かれる。（2）式より，P－MC・：0となるから，価格を限界費用に等しく設定

した場合に総余剰の最大化が実現される。この場合，施設は所与であって，固

定費用の部分は埋没費用（sunk　cost〕と考えられるので，限界費用の内実は短
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期限界費用である。

　しかしこの場合，先に総社会的費用が総費用と表現されるとしたように，外

部性が存在しないことを仮定していた。ところが空港施設（滑走路・旅客ター

ミナル・管制塔・駐機場当）に容量限度がある場合，容量限度以上に禾11用者が

利用しようとすると，追加的新利用者は，空港内・上空で待機している，追加

的新利用者に続くすべての利用者に，混雑に伴う費用を与えることになり，こ

こに外部性が認められるに至る。すなわち，一機の航空機が余分に離・着陸

を意図した場合，その時間に離・着陸を予定していた他の個々の航空機の短期

平均費用（具体的には航空機の滞空・待機時間が延びるために上昇する，維持

費・燃料費・乗務員費だとの費用。膿）に及ぼす影響は小さくても，全体として

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　はかなり大きな費用負担を発生させ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る。後者の費用増加分が正しくこの

P，C
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場合の短期限界費用であるので，混

SrmC

S　raC

O

d’

図1

　　　　　　Q
Q　o　Ql

雑現象によって図1に見られるよう

な，限界費用と平均費用との乖離が

生じてしまうことになる。すなわ

ち，追加的航空機の離・着陸によっ

て引き起こされる総増分遅延（社会

的限界費用）は，追加的利用者自身

の負う遅延（平均費用）だけでなく，

他の利用者に課す遅延も含むが，一般には，追加的利用者は自身に生じる平均

費用は支払っても，他者に生じる総遅延分（限界費用）は支払わたいというこ

とを意味する（16〕。従って，放置すれば，空港に離・着陸する航空機の数は，

離陸ないしは着陸の平均費用と，離・着陸に対して支払うことを辞さない最高

の価額（需要価格）が等しくなるQ、になる。しかし，離・着陸航空機の数

がQ、である時のトリップの限界費用はQ，Nで，平均費用QエBよりもNB

だけ大きい。前述のように，最適離・着陸数は，あくまでも需要曲線dd’と短

期限界費曲線HPNとの交点Pによって決まるQ。であるので，離・着陸数を

Q。にするには，各航空機が認識し負担する費用Q．Cと，真に負担すべき費用



空港投資の経済評価と混雑料金 57

QoPとの差額，CPが混雑料金として利用者に課されなければならない。この

場合，英国空港公団（British　Airports　Authority）が，混雑費用を考慮に入

れた新料金政策を採用する以前に実施した，単に離・着陸数をQ。に制限する

という手法によるならば，確かに混雑現象は解決するが，ピーク時の運航が重

要（限界評価が大きい）にもかかわらず，利用できない航空合杜や，　（逆にピ

ーク時に対する限界評価が小さいにもかかわらず）ピーク時から運航を転移す

るイソセソティプ（inCentiVe）をもたない航空合杜が出現する〔17）に及んで，

総余剰の最大化は実現されず，こうした物理的管理は，経済効率上からは支持

されない。

　以上から明らかたように，現在または将来の需要量が，単に既存の施設容量

を超えるというだけでは，新たた投資プロジェクトは正当化されず，まず既存

施設の経済効率的利用が，外部費用を含んだ短期限界費用価格を設定すること

によって，現在及ぴ将来に渡って図られるべきである。

　12）投資決定と限界費用価格形成

　前項では，施設容量を所与とした場合の最適利用を図るという意味で，限界

費用とは短期限界費用を指していた。その際，たとえば施設の完全な分割可能

性（divisibility）を仮定すると，いかなる産出量水準（空港の場合には処理可

能離・着陸数）をとっても，それに対応する最小費用をもつ生産施設について

は，当然，短期平均費用と長期平均費用は等しく，従って，短期総費用と長期

総費用は等しくなり，各々の一次導関数である，短期限界費用と長期限界費用

は等しくなるu膿。逆にいうと，短期限界費用（SRMC）と長期限界費用（LRM

C）が等しければ，生産施設は，その産出量水準にとって最適規模にあるわけ

である。たとえば，もしある産出量水準に関して，SRMC＞LRMCであれば，

施設を拡張して限界単位を生産するための費用の方が，既存施設で限界単位を

生産する費用より低いということであるから，既存施設は費用最小の施設より

小さい施設であり，逆にSRMC＜LRMCであれば，施設は費用最小の施設に

比して大であることになる。従って，

　　　　　　　　P（Q〕＝SRMC（Q）＝LRMC（Q〕

が，最適な施設及び産出量水準を定める条件式となるO膿。つまり，需要曲線
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と短1期限界費用曲線との交点（同時に長期限界費用曲線との交点）において産

出量水準が決定され，それに対応する施設規模が決定される。価格はその需要

価格（＝短期・長期限界費用）に決定されることになる。

　しかし本稿で問題にしている，空港のようだ交通基礎構造に関しては，上で

仮定したような，施設の完全な分割可能性はもはや支持されたい。それは，容

量について連続的な任意の規模をとることができず，1umpinessが存在するた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　めである。このように施設
P・C @…1・・・・・…　　に非分割がある場合の最適
　　　　　D’

b＋直

b

O

G　LMC

　D’

　　D

　　　　　　　　　　Q

（＝2Ql）　（＝3Q1）

図2

た施設規模の決定及ぴプラ

イシング政策を以下で検討

してみよう｛目ω。

　施設に非分割性がある場

合，施設の1単位の容量ま

では，単位当りの可変費用

（短期限界費用）は図2で

示されているように，bと

一定であるが，一旦施設容量の限界に直面すると無限大になる。産出量1単位

当りの固定費（資本費）は，産出量Q、の生産を前提として，単位時間当り均

等としてBで示される。

　いま需要曲線をDDとし，既存施設容量をOQ、とすると，施設の最適利用

を促す価格はPユであるが，これは施設の可変費（b）及び長期限界費用（b＋B）

をも超えている。従って，施設をもう1単位増設してOQ。にすると，純便益

をP，BCだけ増加させるので，OQ。が最適た施設規模ということになる。こ

の場合，価格は短期限界費用と長期限界費用とに同時に等しくなっている。し

かし問題は，需要価格が長期限界費用を超える限り行なわれるぺきとして，需

要曲線がD’D’というようた位置にシフトした場合である。この場合も，施設

をもう1単位追加する（Q。→Q。）ことによる便益と，そのための費用を比較し

て決定すれぱよかろう。それは次のように示される。

　余剰の増分＝Q．Q．HE－Q．Q．GC
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　　　　　　＝CFE＿FGH

　これが正であれば，施設の拡張は正当化されよう。しかしこの場合，Q。ま

での需要を実現させうる価格は，あくまで短期限界費用に等しいものであっ

て，長期限界費用とは等しくなっていない。つまり，価格を短期限界費用と長

期限界費用に同時に等しく設定することは，施設の最適利用をもたらさないこ

とになる。一方，この施設を所有・運営する企業は，何らかの差別価格を導入

しない限り，資本費の完全な回収が図れず，赤字が生じることになる。この赤

字額は非分割性のある施設の，相対的単位容量が小さいほど，小さくなること

に注意すべきである。

（注）

（13）本節の構成は主に，杉山武彦「交通の投資決定と価格形成」r商学研究』，第21

　　巻，1979年に依拠している。

（14）M，G．Webb，〃三。肋身Po〃。’e5∫〃〃ゐ〃。助伽か｛5e5，Macmi11an，1976，

　　pp．　16－17．

（15）　A．Abouchar，“Airport　Deamand，Congestion　Costs　and　the　Theory　of

　　Optimal　Airport　Use，”Cαm〃m　∫o〃m’oグ肋。no刎｛c5，Vol．3，No．3．

　　1970，p．465．

（16）　J．V．Yance，“Movement　Time　as　a　Cost　in　Airport　Operation，”∫mm〃

　　○ゾT〃m功。〆亙。mom5c5αna　Po〃。ツ，Vo1．3，No．1．1969，p．34．

（17）　I．M．Little＆K．M．McLeod，“The　New　Pricing　Policy　of　the　British

　　Airports　Authority，”∫omm〃。グτ7m功。れ亙。momゴ。5αmd　Po〃。ツ，Vol．6，

　　No，2．1972，p．102．

（18）M，G，Webb，oρ．c仏，pp．20－21．

（19）杉山武彦，前掲論文，19－20頁。

（20）M．G．Webb，oφ．c仏，chap．2，及び杉山武彦，前掲論文，22－23頁による。

　IV空港における混雑料金

　限界費用価格形成（margina1cOst　pricing）は，資源の効率的配分を目的

としたものであるが，従来からよく議論されてきたように，その実際的適用に

ついては，数多くの問題点が指摘されている。

　まず費用逓減状態では，赤字が生じるというものである。さらに前節では，

費用逓減とは別に，生産施設の非分割性によっても，赤字が生じることが明ら
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がにされた。加えて，所得分配上の問題，セカンド・ペストの問題などが指摘

されよう‘21〕。それらは，資源配分に中立的な税による補助を考慮したり，こ

こで用いられている分析自体が効率性の問題のみを扱うものであり，かつ特定

の交通施設・サービスのみを対象にした部分均衡分析であるとの前提を設ける

ことによってある程度回避されよう。

　以上を前提に，ここではまず，限界費用価格形成の一バリアントである混雑

料金の厚生変化に対するプライシング効果を確認した上で，混雑料金設定に際

しての実際的問題を，現実的背景に留意しつつ，検討していきたい。

　（1）限界費用価格形成の一バリアントとしての混雑料金制

　前節までに検討されたように，混雑料金制は，混雑による限界費用と平均費

用との乖離分について，これを料金または税として利用者に課すことによっ

て，利用者を限界費用に等しい限界評価をもつものにまで限定して，施設の効

率的利用を図るとするものである。

混雑時B〕
D月・・f（P8，P〃

D〃，D舳
M（

P。．。
一・
E一二 B

P帥 ACB

A

D月＝・f（P8，P〃）

Q〃　①o

MC月

P〃
P〃。

非混雑醐N〕
D〃一f　（P〃，PB）

Q〃。　Q〃

MC〃

AC〃

図3

　まず，平均費用価格から，限界費用価格（混雑料金を課した場合）へのプラ

イソシング政策の変更による経済厚生への効果を，図3を用いて検討してみよ

う伽〕。空港の利用状況から，一目の利用時間帯を，混雑時（B）と非混雑時（N）

に分けることができるとしよう。但しこの場合，混雑が恒常的に発生してお

り，非混雑時（N）にもわずかながら平均費用と限界費用の乖離がみられるの

で，この区別はあくまで相対的なものである。各々の時間帯の需要関数は，混
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雑時及ぴ非混雑時双方の価格の関数であるとし，平均費用価格形成（状態0）

から限界費用価格形成（状態1）へ移行することにより，需要曲線は，混雑時

は左下へ，非混雑時は右上ヘジフトすると考えられる。

　この場合の厚生変化は，次のようなものであ瓦

A：限界費用価格形成による混雑時の需要減少の損失価値

C：限界費用価格形成による非混雑時の需要増加（混雑時からの転移）の利得

　　価値

A＋B：混雑時の離・着陸における費用節減分

C＋D：非混雑時の離・着陸における費用増加分

従って全体の厚生変化は次のようになろう。

　（便益差）十（費用節減）一（費用増）

　　＝（一A＋C）十（A＋B）一（C＋D）＝B－D

　B－D＞Oであれば，余剰の増加が図られることにたり，限界費用価格形成

（混雑料金制）は正当化される。実際iこは，ここで仮定されているような，恒

常的に混雑が発生して限界費用との乖離がみられるということはなく，D＝O

と考えるのが一般的であるので，混雑現象が認められる場合には，既存の平均

費用価格形成を放棄し，混雑料金制を導入することが，経済効率性の観点から

は支持され，投資計画の延期がもたらされる。

　（2〕混雑料金の体系と現実的背景

　混雑料金の実際的賦課に先立って，現行の空港料金体系を考察する必要があ

ろう。現在の国際空港の料金体系にみられる共通の特徴は，航空機の最大許容

重量に基づくものであって，国際民間航空機関（ICAO）・国際航空運送協会

（IATA）の支持を受けてきたものである（邪〕。しかし実際には，空港において，

重量以外の他の多数の変数に基づく料金の計算・徴収が困難でもないし，その

ための支出も多く必要としないにもかかわらず，このような比較的単純た体系

となっている理由としては，（i）航空合杜は複雑な料金体系に合理的に反応す

ることが困難であること，（ii）ヨリ複雑な料金体系を導入する必要性が認めら

れた場合でも，その導入は徐々に行なわれる方が望ましいとされていることが

考えられる（洲。
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　ところで，英米の空港で混雑が問題となり，混雑料金の導入が検討されるに

至った背景としては，air－taXi・企業及び個人の所有する航空機などの，主に

比較的小型の航空機から成るgenera1aViatiOnの空港利用が非常に多いこと

が挙げられる。しかも離・着陸の費用は，その所要時間の長さを変数とするも

のであり，それはgeneral　aViati㎝といえども，他の大型の航空機とほとんど

変わらないにもかかわらず，現行の料金体系の下では，genera1aViatiOnは，

ほヒんどが最低料金しか支払っていないという非効率を生じさせている事実が

ある舳〕。また当時米国では，航空産業における競争は，運賃が民間航空委員

会（CAB〕の規制を受けることもあって，専ら便数（frequency）競争という

形態をとることになり，現実のロードファクターが損益分岐点を超えている場

合には，ロードファクターが損益分岐点に達するまで，航空合杜は便数を増や

すという傾向㈱〕があり，空港混雑に拍車をかける原因となっていた。そこで，

便数を少なくしてロードファクターを上げる方が，ヨリ効率的ではないかとと

いう議論が展開されるに至るのである。

　さて実際に混雑料金を徴収する目的で，限界費用を推定しようとする際に困

難なことは，混雑料金の空港利用に対する効果を考慮に入れなければならたい

ことである。すなわち，推定された限界費用を用いて混雑料金を徴収しようと

すると，需要が減って結果的に限界費用が下がるために，当初予期された均衡

状態とはならないということであるΩ7〕。その意味で，現行の混雑状態から推

定した限界費用を，そのまま混雑料金として賦課することは，限界費用の継続

的推定と空港料金の度重なる改訂を必要とし，実用的ではない。ヨリ実際的た

価格形成アプローチは，米国の空港料金計算公式が，空港公団と個々の航空合

杜とのリース協定と一体となっていることを考え合わせ，航空合杜の空港料金

支払総額は不変のまま，現実の限界費用に比例的な料金を設定するというもの

である〔28〕。この比例的限界費用価格形成は，ニューヨーク・エアポート・シ

ステムの掌握する，ケネディー国際空港，ニューアーク空港，ラ・ガーディァ

空港における，ピーク時の最低着陸料を5ドルから25ドルに値上げするという

形で結実した（1968年8月1日実施）。この料金値上げの効果は劇的であり，

general　aViatiOnの交通量は，ほば半数にまで抑制された㈹。またイギリス
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空港公団においても，ヒースロー及びガトゥィックの両空港におけるピーク料

金の導入が行なわれ，白書で指示された財務目標を達成するとともに，やはり

genera1aViatiOnの実質的減少を実現することができたのである（3ω。

（注）

（21）　J．J．Collings＆J．K．Welsby，“Pricing　Policy　for　Public　Tra皿sport，”

　　in　K・Judge　ed・，P〆。｛mg肋e∫oc｛〃82mξce5，Mac血i11an，1980，pp．68－69・

（22）以下は・S．F，Borins，“Pricing　and　Investment　in乱Tm皿sport　Network：

　　the　Case　of　Toronto　Airport，”Cmα〃αm∫omm’oグ圧。mom’c5，Vol．11，

　　No．4．1978，pp．688－690による。

（23）　I．M．Little＆K．M．McLeod，ψ．c〃．，pp．101－102．

（24）　　5わ｛必，P1　l09．

（25）　J．V．Yance，o力．c〃．，p．2＆

（26）　N・K・Taneja，丁此e　Comme7c｛〃λ57〃m∫md舳η，Lexi皿gton　Books，1976，

　　P．40．

（27）　A・Carlin＆R・E・Park，“Marginal　Cost　Pricing　of　Airport　Runway・”

　　τ屹eλme〆。αn亙。mom｛c　Rω加ω，Vo1．60，No，3．1970，p．315．

（28）　づムコ次，pp．315＿317．

（29）A・A・Walte鵬，“Investments　in　Ai叩。rts　and　the　Economist，s　Role．

　　John　F・Kennedy　Intemationa1Airport：an　Examp－e　a皿d　Some　Compar－

　　isons，”in　J．N．Wolfe，0ヵ．c〃．，叩．145－I46、

（30）　I・M．Little＆K．M．McLoed，ψ、c〃．，pp，114－115．

　Vo結びに代えて

　本稿では，交通プロジェクトの評価手法として，通常よく用いられる費用便

益分析について，空港投資を念頭に置きながら，主に便益評価にまつわる現実

的制約について議論し，今後解決さるべきいくつかの問題点を指摘した。しか

し，ある特定の目的をもった個別投資プロジェクトが提案される場合，そのプ

ロジェクト自体を所与として，それが提案されるに至った経済環境から切り離

して評価することは不十分である。つまり長期的視点でなされる投資決定に先

立って，その投資プロジェクトを必要とする既存施設に対する，短期的視点に

立つ効率性基準による評価がまずなされねぱならない。その意味で，混雑料金

の導入を含む価格機構の活用は，投資プロジェクトの規模・実施時期に重大た
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影響を及ぼすものと言える。このように，投資決定と価格形成との関係が意識

されることにより，個別プロジェクトの評価の質が良化され，そしてそれがプ

ロジェクトの内容にフィードハックされることにより，プロジェクト自体の質

が，一層改善されることになるのである。

（筆者の住所：〒183府中市北山町4－13－3　藤荘3号）


